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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

熱交換 システム は、第 1 の液体 が循環 す る環 状の第 1 の循環 回路 と、第 2 の液体が循環 す る環 状の第 2
の循環 回路 と、第 1 の液体 と第 2 の液体 との間で熱交換 を行 う熱交換器 と、第 2 の液体の一部 を加圧 し
て保持 す る圧 力保持部 と、熱交換器の第 2 の液体 の流 入側 に設 け られ 、熱交換器 に流 入す る第 2 の液体
を、第 2 の循環 回路 と圧 力保持部 との間で切 り替 える開閉機構部 と、圧 力保持部 に保持 され た第 2 の液
体 に対す る加圧量、および開閉機構部の切 リ替 えを制御す る制御部 とを備 える。



明 細 書

発明の名称 ：

熱交換システムおよび熱交換システムのスケール抑制方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、シャワー等に利用される水などの被加熱液体を加熱する熱交換

システムおよび熱交換システムのスケール抑制方法に関するものである。

背景技術

[0002] 浴室や台所に温水 を供給する給湯器は、例えば、電気給湯器、ガスボイラ

—等のガス給湯器、石油給湯器などに大別 され、 このような給湯器 において

は、熱 を水 に伝えるための熱交換器が設けられている。最近では、特 に、省

エネルギー性および地球温暖化対策のために二酸化炭素を削減する観点か ら

、電気給湯器の中でも、 ヒー トポンプ熱交換式の電気給湯器であるヒー トポ

ンプ給湯器が注 目されている。

[0003] このような ヒー トポンプ給湯器は、大気の熱 を熱媒体に移 し、その熱 を用

いることでお湯を沸かすものである。 より具体的に、 ヒー トポンプ給湯器の

原理は、熱媒体を気体状 に圧縮 した際に発生する熱 を熱交換器 によって水 に

移 し、その熱媒体を膨張させた際に発生する冷気により、熱媒体の温度 を再

び大気温 まで戻す冷熱サイクルによるものである。

[0004] ここで、理論上は、給湯器 を運転 させるために投入されたエネルギー以上

の熱エネルギーを取 り出すことはできない。 しか しなが ら、 このような冷熱

サイクルを利用 した ヒ一 卜ポンプ給湯器は、大気の熱 を利用する仕組みであ

るため、給湯器の運転 に要するエネルギーよりも多 くの熱エネルギーを利用

することができる。

[0005] ところで、熱交換器は、内部 を流れる熱媒体 と表面を流れる水などの流体

との間で熱交換 を行 う。そのため、伝熱面である熱交換器の表面を常に清浄

な状態に保つことが重要 となる。 これは、熱交換器の表面が汚れると、有効

な伝熱面が減少 し、熱伝達性能が低下 して しまうためである。 また、 このよ



うな汚れが蓄積 した場合 には、水などの流路が閉塞 して しまう虞がある。

特 に、硬度成分、硫酸塩、ケィ酸成分、金属イオンなどを含む結晶状の生

成物であるスケール成分を含む水 を給湯器 に供給すると、スケールが熱交換

器、給湯タンクまたは配管内に付着 し、熱交換率が低下 した り、流路が閉塞

した りして しまうという問題点があつた。

[0006] そ こで、最近では、スケールの付着 により発生するこのような問題点を解

決するための様 々な方法が提案されている。例えば、特許文献 1 および特許

文献 2 には、給湯用水の圧力に脈動 を印加することによって発生する、流量

が変化する脈流 を用いてスケ一ルの発生を抑制することが記載 されている。

[0007] 特許文献 1 および特許文献 2 に記載 された ヒー トポンプ式給湯器は、貯湯

タンクと、貯湯タンク下部か ら湯水 を取 り出 し、貯湯タンクの上部 に戻す加

熱循環経路 と、加熱循環経路内の湯水 を加熱する加熱用熱交換器 と、加熱循

環経路の加熱用交換機の上流 に設けられ、加熱循環経路内の湯水 を脈流 させ

る脈動発生手段 と、加熱循環経路内の湯水 を循環させる循環手段 と、脈動発

生手段および循環手段を制御する制御部 とを備えている。

また、制御部は、脈動発生手段を加熱用熱交換器 による加熱中に動作させ

脈流 を発生させるとともに、加熱循環経路内の流量が予め設定 した所定値以

上 となるように循環手段を制御する。

[0008] このような ヒー トポンプ式給湯器では、硬度成分が高い水 を用いてお湯を

沸か した場合でも、加熱用熱交換器内でのスケールの堆積 を抑制することが

でき、スケールによる配管閉塞の速度 を緩和 し、 ヒー トポンプ式給湯器の長

寿命化を図ることができる。

[0009] また、特許文献 3 には、水の脈動時におけるせん断応力が一定流量のせん

断応力よりも大 きく、脈動 を印加することにより、スケールの付着 を効率的

に抑制できることが記載 されている。

[001 0] そ して、特許文献 1 〜特許文献 3 に記載の ヒー トポンプ式給湯器 において

は、熱交換システム内で水 を循環させるためのポンプを駆動するモータの回

転数 を制御することによって水 に脈動 を印加 している。



先行技術文献

特許文献

[001 1] 特 許文献 1 ：特 開 2 0 1 0 - 1 4 5 0 3 7 号公報

特許文献 2 ：特 開 2 0 1 2 _ 1 1 7 7 7 6 号公報

特許文献 3 ：特 開 2 0 1 4 _ 1 6 0 9 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 2] しか しなが ら、特許文献 1 〜特許文献 3 に記載 されているように、 モータ

の回転数 によって脈動 の印加 を制御 する場合 には、 モータの回転数 が瞬時 に

上昇 しない。 そのため、 スケール抑制効果 を発揮 するポ ンプ流量 を実現 する

モータ回転数 に達するまでに時間を要するとい う問題点があ った。

[001 3] その結果、水 の流量がスケール抑制効果 を発揮 する流量 に到達する前 に、

熱交換器 に対 して単位時間あた りに接触 するカル シウムイオ ン等のスケール

原因物質の量が、一定流量の場合 と比較 して増 えて しまう。 そのため、 スケ

—ルの付着 が促進 されることにな り、脈動 を印加 することによるスケール抑

制効果が低減 して しまう。

[0014] 本発 明は、上記従来の技術 における問題点 に鑑みてなされた ものであ って

、熱交換器 に対するスケールの発生および成長 をよ り効率 的かつ確実 に抑制

することが可能な熱交換 システ厶および熱交換 システムのスケ一ル抑制方法

を提供することを目的 とする。

課題 を解決するための手段

[001 5] 本発 明の熱交換 システムは、第 1 の液体が循環する環状 の第 1 の循環回路

と、第 2 の液体が循環する環状 の第 2 の循環回路 と、前記第 1 の液体 と前記

第 2 の液体 との間で熱交換 を行 う熱交換器 と、前記第 2 の液体の一部 を加圧

して保持 する圧力保持部 と、前記熱交換器 の前記第 2 の液体の流入側 に設 け

られ、前記熱交換器 に流入する前記第 2 の液体 を、前記第 2 の循環回路 と前

記圧力保持部 との間で切 り替 える開閉機構部 と、前記圧力保持部 に保持 され



た前記第 2 の液体に対する加圧量、および前記開閉機構部の切 り替えを制御

する制御部 とを備えるものである。

発明の効果

[001 6 ] 以上のように、本発明によれば、予め設定された圧力が印加された 2 次側

液体を、予め設定されたタイミングで熱交換器に対 して供給することにより

、熱交換器に対するスケールの発生および成長をより効率的かつ確実に抑制

することが可能になる。

図面の簡単な説明

[001 7 ] [ 図 1] 実施の形態 1 に係る熱交換システムの構成の一例を示すプロック図であ

る。

[ 図2] 図 1 の圧力保持部の構成の一例を示す概略図である。

[ 図3] 図 1 の開閉機構部の構成の一例を示す概略図である。

[ 図4 ] 図 1 の圧力印加部の動作について説明するためのフローチヤ一 卜である

[ 図5]従来のポンプにおけるモータの回転数を増加させた場合のせん断応力の

時間変化の一例を示すグラフである。

[ 図6] 図 1 の熱交換器の接触面に付着する気泡と析出するスケールとの関係に

ついて説明するための概略図である。

[ 図7] 図 1 の熱交換器の接触面に析出 したスケールの一例を示す概略図である

[ 図8] 図 1 の熱交換器から気泡が離脱する際の気泡離脱径 とせん断応力との関

係の一例を示すグラフである。

[ 図9] 図 1 の熱交換システムにおいて、 2 次側被加熱液体にせん断応力を印加

した場合のせん断応力の時間変化の一例を示すグラフである。

[ 図 10] せん断応力パルスの印加回数 と気泡の平均径 との関係の一例を示すグ

ラフである。

[ 図 11] せん断応力パルスの印加タイミングを変化させた場合の熱交換器に対

するスケールの付着量について説明するためのグラフである。



[ 図12] せん断応力パルスのせん断応力を変化させた場合の熱交換器に対する

スケールの付着量について説明するためのグラフである。

[ 図 13] せん断応力パルスのパルス幅を変化させた場合の熱交換器に対するス

ケ一ルの付着量について説明するためのグラフである。

[ 図 14] せん断応力パルスのせん断応力およびパルス幅を変化させた場合の熱

交換器に対するスケールの付着量について説明するためのグラフである。

[ 図 15] 実施の形態 2 に係る熱交換システムの構成の一例を示すプロック図で

ある。

[ 図 16] 図 1 5 の第 2 の開閉機構部の構成の一例を示す概略図である。

[ 図 17] 第 1 のせん断応力パルス〜第 3 のせん断応力パルスを印加 した場合の

熱交換器に対するスケールの付着量について説明するためのグラフである。

[ 図 18] 実施の形態 3 に係る熱交換システムの構成の一例を示すプロック図で

ある。

[ 図 19] 第 1 のせん断応力パルス〜第 3 のせん断応力パルスを印加 した場合の

熱交換器 2 に対するスケールの付着量について説明するためのグラフである

発明を実施するための形態

[001 8 ] 実施の形態 1 .

以下、本発明の実施の形態 1 に係る熱交換システムについて説明する。

この熱交換システムは、 ヒー トポンプによって加熱または冷却された 1 次

側の液体の熱により、水などの 2 次側の液体を加熱または冷却するものであ

る。また、 この熱交換システムでは、 2 次側液体を加熱または冷却する際に

、熱交換器における 2 次側液体との接触面に発生するスケールの付着を抑制

する。

なお、以下では、 ヒー トポンプによって加熱された被加熱液体の熱により

、シャワー等に利用される水などの被加熱液体を加熱 して温水を生成する熱

交換システムを例にとって説明する。

[001 9] [ 熱交換システムの構成]



図 1 は、本発明の実施の形態 1 に係る熱交換システム 1 の構成の一例 を示

すプロック図である。

図 1 に示すように、熱交換システム 1 は、第 1 の循環回路 と しての 1 次側

循環回路 1 0 、第 2 の循環回路 と しての 2 次側循環回路 2 0 、 および 1 次側

循環回路 1 0 と 2 次側循環回路 2 0 との間に設けられた熱交換器 2 で構成 さ

れている。 この熱交換システム 1 は、熱交換器 2 により、 1 次側循環回路 1

0 を循環する第 1 の液体 と しての 1 次側被加熱液体 と、 2 次側循環回路 2 0

を循環する第 2 の液体 と しての 2 次側被加熱液体 との間で熱交換 を行 う。そ

して、熱交換システム 1 は、 1 次側被加熱液体の熱 によつて 2 次側被加熱液

体を加熱する。

[0020] ここで、本実施の形態 1 では、例えば、 1 次側循環回路 1 0 を流れる 1 次

側被加熱液体の温度が 6 0 °C とな り、 ヒー トポンプ 1 1 の出口側温度が 6 5

°C となるように制御 を行 う。 また、 2 次側循環回路 2 0 の 2 次側被加熱液体

の温度は、熱交換器 2 の出口側温度が 5 7 °C とする。なお、 2 次側循環回路

2 0 では、例えば 2 週に一度程度、 2 次側被加熱液体中の細菌の除去を目的

と して、熱交換器 2 における 2 次側被加熱液体の出口側温度 を 6 5 °C まで昇

温する滅菌運転 を、 1 時間だけ行 う。

[0021 ] 1 次側循環回路 1 0 は、 ヒ一 卜ポンプ 1 1 、 ヒータ 1 2 、流路切替装置 1

3 、第 1 のポンプ 1 4 、 ラジェ一タ 1 5 、膨張容器 1 6 、 および熱交換器 2

を備えている。

1 次側循環回路 1 0 において、 ヒー トポンプ 1 1 、 ヒータ 1 2 、膨張容器

6 、流路切替装置 1 3 、熱交換器 2 、および第 1 のポンプ 1 4 は、配管 1

7 によって環状 に接続されている。 また、 ラジェ一タ 1 5 は、流路切替装置

1 3 と第 1 のポンプ 1 4 との間に設けられた、配管 1 7 とは異なる配管 1 8

によって接続されている。配管 1 7 および配管 1 8 は、流路切替装置 1 3 に

よって分岐 し、熱交換器 2 と第 1 のポンプ 1 4 との間で合流するように して

接続されている。

[0022] ヒー トポンプ 1 1 は、例えば、内部 に冷凍サイクルが形成 され、第 1 のポ



ンプ 1 4 によって供給された 1次側被加熱液体を加熱する。

ヒータ 1 2 は、 ヒー トポンプ 1 1 から供給された 1次側被加熱液体をさら

に加熱するために設けられている。 ヒータ 1 2 は、 ヒー トポンプ 1 1 から供

給された 1次側被加熱液体を加熱 し、流路切替装置 1 3 に供給する。

[0023] 流路切替装置 1 3 は、例えば電磁式の三方弁であり、 1 つの流入口と、 2

つの流出口とを有 している。流路切替装置 1 3 は、 ヒータ 1 2 を介 してヒ一

卜ポンプ 1 1 から供給された 1次側被加熱液体を、熱交換器 2 およびラジェ

—タ 1 5 のいずれか一方へ供給するために流出口が選択され、流路を切 り替

える。

[0024] 第 1 のポンプ 1 4 は、図示 しないモータによって駆動され、熱交換器 2 ま

たはラジェ一タ 1 5 からヒ一 卜ポンプ 1 1へ 1次側被加熱液体を供給する。

ラジェ一タ 1 5 は、例えば熱交換器であり、配管 1 8 を流れる 1次側被加

熱液体と空調対象空間である室内の空気との間で熱交換を行い、 1次側被加

熱液体の熱によって室内の空気を加熱する。

[0025] 熱交換器 2 は、 1次側循環回路 1 0 を流れる 1次側被加熱液体と、 2 次側

循環回路 2 0 を流れる2 次側被加熱液体との間で熱交換を行い、 1次側被加

熱液体の熱によって 2 次側被加熱液体を加熱する。

膨張容器 1 6 は、 ヒータ 1 2 から流出する 1次側被加熱液体を一時的に貯

留するために設けられている。

[0026] 2 次側循環回路 2 0 は、タンク2 1、第 2 のポンプ2 2 、スケール トラッ

プ2 3 、圧力印加部 3 0 、および熱交換器 2 を備えている。 2 次側循環回路

2 0 において、タンク2 1、第 2 のポンプ2 2 、熱交換器 2 、およびスケ一

ル トラップ2 3 は、配管 2 4 および配管 2 5 によつて環状に接続されている

また、圧力印加部 3 0 は、タンク2 1 と、第 2 のポンプ2 2 および熱交換

器 2 の間とに、配管 2 4 および配管 2 5 によって形成される流路とは異なる

、配管 3 6 および配管 3 7 によって形成されるバイパス回路としての流路に

設けられている。



[0027] タンク 2 1 は、熱交換器 2 で加熱された 2 次側被加熱液体が供給され、 こ

の 2 次側被加熱液体を蓄える。 また、タンク 2 1 は、給水配管 2 1 a を介 し

て外部か ら水道水等が供給され、供給された水道水等を 2 次側被加熱液体 と

して流出させて第 2 のポンプ 2 2 に供給する。タンク 2 1 に蓄えられた、加

熱された 2 次側被加熱液体は、温水配管 2 1 b を介 して外部に放出され、シ

ャヮ一等の温水 として利用される。

[0028] 第 2 のポンプ 2 2 は、図示 しないモータによって駆動され、タンク 2 1 か

ら熱交換器 2 へ 2 次側被加熱液体である水を供給する。第 2 のポンプ 2 2 は

、モータの回転数によって熱交換器 2 へ供給する 2 次側被加熱液体の流速を

変化させることができる。例えば、第 2 のポンプ 2 2 は、モータの回転数を

上昇させることにより、熱交換器 2 へ供給する 2 次側被加熱液体の流速を増

加させることができる。

[0029] ス ケール トラップ 2 3 は、熱交換器 2 の 2 次側被加熱液体 との接触面に付

着 し除去されたス ケール を捕捉するために設けられている。なお、ス ケール

トラップ 2 3 のス ケール捕捉効果は、 2 次側被加熱液体の循環回数が多いほ

ど大きい。そのため、循環回数が 1 回の沸 き上げ方式の場合には、ス ケール

捕捉効果がほとんど期待できないため、ス ケール トラップ 2 3 は設置 しな く

てもよい。

[0030] 圧力印加部 3 0 は、タンク 2 1 か ら2 次側被加熱液体が供給される。圧力

印加部 3 0 は、供給された 2 次側被加熱液体に対 して予め設定された圧力を

印加 した後、 この 2 次側被加熱液体を熱交換器 2 に対 して供給する。

圧力印加部 3 0 は、第 3 のポンプ 3 1 、圧力保持部 3 2 、開閉機構部 3 3

、および開閉制御部 3 4 で構成されている。

[0031 ] 第 3 のポンプ 3 1 は、図示 しないモータによって駆動され、タンク 2 1 か

ら圧力保持部 3 2 へ被加熱液体を供給する。

[0032] 圧力保持部 3 2 は、第 3 のポンプ 3 1 を介 してタンク 2 1 か ら2 次側被加

熱液体が供給される。圧力保持部 3 2 の内部は、 2 次側被加熱液体によって

常に満たされるとともに、 2 次側循環回路 2 0 内の配管を流れる 2 次側被加



熱液体よりも高い圧力が印加された状態となっている。

[0033] 図 2 は、図 1 の圧力保持部 3 2 の構成の一例を示す概略図である。

図 2 に示すように、圧力保持部 3 2 は、中空のシリンダー状に形成された

シリンダ一構造部 3 2 a に、電磁弁 3 2 b および電磁弁 3 2 c 、水量センサ

3 2 d 、圧力センサ 3 2 e 、加圧力部 3 2 f が設けられている。これら電磁

弁 3 2 b 〜加圧力部 3 2 f は、信号線 3 5 を介 して開閉制御部 3 4 に接続さ

れている。

圧力保持部 3 2 は、配管 3 6 を介 してシリンダ一構造部 3 2 a に流入 した

2 次側被加熱液体に対 して予め設定された圧力を印加する。そ して、圧力保

持部 3 2 は、圧力が印加された 2 次側被加熱液体を、配管 3 7 を介 して後述

する開閉機構部 3 3 に対 して流出させる。

[0034] 電磁弁 3 2 b は、第 3 のポンプ3 1 を介 して配管 3 6 を流れる2 次側被加

熱液体が流入する流入口に設けられている。電磁弁 3 2 b は、弁の開閉状態

を示す情報を、信号線 3 5 を介 して開閉制御部 3 4 に供給するとともに、信

号線 3 5 を介 して開閉制御部 3 4 から供給される制御信号に基づき、弁の開

閉状態が制御される。

電磁弁 3 2 c は、例えば圧力保持部 3 2 の上部に設けられている。電磁弁

3 2 c は、弁の開閉状態を示す情報を、信号線 3 5 を介 して開閉制御部 3 4

に供給するとともに、信号線 3 5 を介 して開閉制御部 3 4 から供給される制

御信号に基づき、弁の開閉状態が制御される。

これら電磁弁 3 2 b および電磁弁 3 2 c は、通常時には 「開」状態とされ

ており、後述する水量センサ 3 2 d の検出結果に基づき、開閉制御部 3 4 に

よって弁の開閉状態が制御される。そ して、シリンダー構造部 3 2 a 内が 2

次側被加熱液体によって満たされたことを水量センサ 3 2 d が検出すると、

電磁弁 3 2 b および電磁弁 3 2 c は、開閉制御部 3 4 の制御に基づき 「閉」

状態となるように制御される。

[0035] 水量センサ 3 2 d は、シリンダ一構造部 3 2 a 内に蓄積された 2 次側被加

熱液体の水量を検出し、得 られた検出結果を、信号線 3 5 を介 して開閉制御



部 3 4 に供給する。

圧力センサ 3 2 e は、シリンダ一構造部 3 2 a 内に蓄積された 2 次側被加

熱液体の圧力を検出し、得 られた検出結果を、信号線 3 5 を介 して開閉制御

部 3 4 に供給する。

[0036] 加圧力部 3 2 f は、棒状に形成されている。加圧力部 3 2 f は、信号線 3

5 を介 して開閉制御部 3 4 から供給される制御信号に基づきシリンダ一構造

部 3 2 a に押 し込まれることにより、シリンダ一構造部 3 2 a 内に蓄積され

た 2 次側被加熱液体に対 して予め設定された圧力を印加する。

そ して、シリンダ一構造部 3 2 a 内の 2 次側被加熱液体の圧力が予め設定

された圧力に達 したことを圧力センサ 3 2 e が検出すると、シリンダ一構造

部 3 2 a は、開閉制御部 3 4 の制御に基づき、 2 次側被加熱液体に対 して圧

力を印加 した状態を保持する。これにより、シリンダー構造部 3 2 a 内の 2

次側被加熱液体は、現在の圧力を保持 した状態となる。

[0037] 説明は図 1 に戻り、開閉機構部 3 3 は、例えば三方弁であり、圧力保持部

3 2 側の配管 3 7 を流れる2 次側被加熱液体と、第 2 のポンプ2 2 側の配管

4 を流れる2 次側被加熱液体とのうちいずれか一方の 2 次側被加熱液体を

選択 し、熱交換器 2 側に流出させる。

なお、通常時において、開閉機構部 3 3 は、圧力印加部 3 0 と2 次側循環

回路 2 0 におけるタンク2 1側とが圧力的に絶縁された状態を保持するよう

にされている。

[0038] 図 3 は、図 1 の開閉機構部 3 3 の構成の一例を示す概略図である。

図 3 に示すように、開閉機構部 3 3 は、電磁弁 3 3 a および電磁弁 3 3 b

を有 している。

[0039] 電磁弁 3 3 a は、圧力保持部 3 2 に接続された配管 3 7 に設けられている

。電磁弁 3 3 a は、弁の開閉状態を示す情報を、信号線 3 8 を介 して開閉制

御部 3 4 に供給するとともに、信号線 3 8 を介 して開閉制御部 3 4 から供給

される制御信号に基づき、弁の開閉状態が制御される。

電磁弁 3 3 a には、金属シャッター 3 3 c が設けられている。金属シャツ



タ一 3 3 c は、開閉制御部 3 4 の制御 に基づき動作 し、電磁弁 3 3 a の開閉

状態を決定する。金属シャッター 3 3 c は、例えば、中央部近傍 に貫通孔が

設けられてお り、 この貫通孔を配管 3 7 と一致 させることにより、電磁弁 3

3 a が 「開」状態 となる。

[0040] 電磁弁 3 3 b は、第 2 のポンプ 2 2 に接続された配管 2 4 に設けられてい

る。電磁弁 3 3 b は、弁の開閉状態を示す情報 を、信号線 3 8 を介 して開閉

制御部 3 4 に供給するとともに、信号線 3 8 を介 して開閉制御部 3 4 か ら供

給される制御信号に基づき、弁の開閉状態が制御 される。

電磁弁 3 3 b には、金属シャッター 3 3 d が設けられている。金属シャツ

タ一 3 3 d は、開閉制御部 3 4 の制御 に基づき動作 し、電磁弁 3 3 b の開閉

状態を決定する。金属シャッター 3 3 d は、例えば、中央部近傍 に貫通孔が

設けられてお り、 この貫通孔を配管 2 4 と一致 させることにより、電磁弁 3

3 b が 「開」状態 となる。

[0041 ] 開閉機構部 3 3 は、開閉制御部 3 4 の制御 に基づき、電磁弁 3 3 a および

電磁弁 3 3 b が互いに連動するように動作する。

開閉機構部 3 3 では、例えば、金属シャッター 3 3 c が移動 して電磁弁 3

3 a が 「開」状態 となると同時に、金属シャッター 3 3 d が移動 して電磁弁

3 3 匕が 「閉」状態 となる。

[0042] このように電磁弁 3 3 a および電磁弁 3 3 b が動作することにより、配管

3 7 および配管 2 4 を流れる 2 つの 2 次側被加熱液体が同時に流出するのを

防 ぐことができる。 また、圧力保持部 3 2 側の 2 次側被加熱液体に印加 され

た圧力がタンク 2 1 の方向に印加 されるのを防 ぐことができる。

なお、電磁弁 3 3 a および電磁弁 3 3 b をこのような構造 とするのは、開

閉制御部 3 4 による制御 に対する応答 を速 くするためである。

[0043] 説明は図 1 に戻 り、開閉制御部 3 4 は、圧力保持部 3 および開閉機構部

3 3 における各部 を制御する。

開閉制御部 3 4 は、図 2 に示す圧力保持部 3 2 の水量センサ 3 2 d の検 出

結果を受信 し、 この結果が示す情報 に基づき、電磁弁 3 2 b および電磁弁 3



2 c の開閉を制御するための制御信号を、信号線 3 5 を介 して圧力保持部 3

2 に供給する。

また、開閉制御部 3 4 は、図 2 の圧力センサ 3 2 e の検出結果を圧力保持

部 3 2 から受信 し、この結果が示す情報に基づき、加圧力部 3 2 f の動作を

制御するための制御信号を、信号線 3 5 を介 して圧力保持部 3 2 に供給する

さらに、開閉制御部 3 4 は、予め設定されたタイミングで、図3 に示す開

閉機構部 3 3 の電磁弁 3 3 a および電磁弁 3 3 b の開閉を制御するための制

御信号を、信号線 3 8 を介 して開閉機構部 3 3 に供給する。

[0044] [熱交換システムの動作]

次側被加熱液体は、第 1 のポンプ 1 4 によってヒー トポンプ 1 1 に供給

され、加熱される。加熱された 1次側被加熱液体は、ヒータ 1 2 によって再

度加熱された後、流路切替装置 1 3 に流入する。

[0045] 流路切替装置 1 3 において、ラジェ一タ 1 5 側の流出口が選択されている

場合、 1次側被加熱液体は、ラジェ一タ 1 5 側の流出口から流出する。流路

切替装置 1 3 から流出した 1次側被加熱液体は、ラジェ一タ 1 5 に流入 し、

室内の空気との間で熱交換を行うことによって室内の空気を加熱する。そし

て、ラジェ一タ 1 5 から流出した 1次側被加熱液体は、第 1 のポンプ 1 4 に

流入する。

[0046] また、流路切替装置 1 3 において、熱交換器 2 側の流出口が選択されてい

る場合、 1次側被加熱液体は、熱交換器 2 側の流出口から流出する。流路切

替装置 1 3 から流出した 1次側被加熱液体は、熱交換器 2 に流入 し、 2 次側

被加熱液体との間で熱交換を行うことによって 2 次側被加熱液体を加熱する

。そして、熱交換器 2 から流出した 1次側被加熱液体は、第 1 のポンプ 1 4

に流入する。

[0047] —方、タンク2 1 に供給された水などの 2 次側被加熱液体は、タンク2 1

から流出し、第 2 のポンプ2 2 によって圧力印加部 3 0 を介 して熱交換器 2

に流入する。熱交換器 2 に流入 した 2 次側被加熱液体は、 1次側被加熱液体



との間で熱交換 を行 うことによって加熱 され、熱交換器 2 か ら流出する。

[0048] 熱交換器 2 か ら流出 した 2 次側被加熱液体は、スケール トラップ 2 3 を介

してタンク 2 1 に流入 し、タンク 2 1 内に蓄え られる。タンク 2 1 に蓄え ら

れた 2 次側被加熱液体は、例えば水などと混合 されることにより、シャワー

等の温水 と して利用される。

[0049] また、タンク 2 1 に蓄え られた 2 次側被加熱液体は、圧力印加部 3 0 に供

給される。圧力印加部 3 0 に供給された 2 次側被加熱液体は、圧力印加部 3

0 の第 3 のポンプ 3 1 によって圧力保持部 3 2 に流入する。

[0050] 圧力保持部 3 2 に流入 した 2 次側被加熱液体は、開閉制御部 3 4 の制御 に

基づき予め設定された圧力が印加 され、圧力保持部 3 2 か ら流出する。圧力

保持部 3 2 か ら流出 した 2 次側被加熱液体は、開閉機構部 3 3 に流入する。

開閉機構部 3 3 に流入 した 2 次側被加熱液体は、開閉制御部 3 4 の制御 に

基づき開閉動作を行 う電磁弁 3 3 a が 「開」状態 となった際に、開閉機構部

3 3 か ら流出 し、熱交換器 2 に流入する。

[0051 ] このとき、開閉機構部 3 3 では、圧力保持部 3 2 側の電磁弁 3 3 a と、第

2 のポンプ 2 2 側の電磁弁 3 3 b とが互いに連動 し、電磁弁 3 3 a および電

磁弁 3 3 b のいずれか一方が 「開」状態 となるように制御 されている。その

ため、電磁弁 3 3 a が 「開」状態 とされている場合 には、圧力保持部 3 2 か

ら流出 した 2 次側被加熱液体のみが熱交換器 2 に流入する。そ して、 このと

きの電磁弁 3 3 a の開閉動作 と、圧力保持部 3 2 における 2 次側被加熱液体

に対 して印加する圧力を制御することにより、圧力保持部 3 2 か ら流出する

次側被加熱液体を予め設定されたタイミングおよび圧力で熱交換器 2 に流

入させる。

[0052] 図 4 は、図 1 の圧力印加部 3 0 の動作について説明するためのフローチヤ

- 卜である。

図 4 を参照 して、タンク 2 1 か ら2 次側被加熱液体が圧力印加部 3 0 に供

給され、圧力印加部 3 0 に保持 された 2 次側被加熱液体が熱交換器 2 に流入

するまでの動作について説明する。



[0053] まず、開閉制御部 3 4 の制御 に基づ き、電磁弁 3 2 c が 「開」状態 とされ

るとともに、電磁弁 3 2 匕が 「開」状態 とされる （ステ ップ S 1、 S 2 ) 。

そ して、第 3 のポ ンプ 3 1 によ り、 タンク 2 1 に蓄え られた 2 次側被加熱液

体が圧力保持部 3 2 に供給 される （ステ ップ S 3 ) 。 2 次側被加熱液体が圧

力保持部 3 2 に供給 されると、開閉制御部 3 4 の制御 に基づ き、電磁弁 3 2

c が 「閉」状態 とされるとともに、電磁弁 3 2 b が 「閉」状態 とされる （ス

テ ツプ S 4 、 S 5 ) 。

圧力保持部 3 では、開閉制御部 3 4 の制御 に基づ き、圧力保持部 3 2 内

の 2 次側被加熱液体 に対 して設定圧力が加圧力部 3 2 f によって印加 される

(ステ ップ S 6 ) 。そ して、圧力保持部 3 2 内の 2 次側被加熱液体 に対する

加圧が保持 される （ステ ップ S 7 ) 。

[0054] 次 に、開閉制御部 3 4 か ら開閉機構部 3 3 の電磁弁 3 3 b に対 して制御信

号が発信 される （ステ ップ S 8 ) 。開閉機構部 3 3 では、 当該制御信号 に基

づ き、金属シャッター 3 3 d がスライ ドし、電磁弁 3 3 b が 「閉」状態 とさ

れる （ステ ツプ S 9 ) 。

また、開閉制御部 3 4 か ら開閉機構部 3 3 の電磁弁 3 3 a に対 して制御信

号が発信 される （ステ ップ S 1 0 ) 。開閉機構部 3 3 では、 当該制御信号 に

基づ き、金属シャッター 3 3 c がスライ ドし、電磁弁 3 3 a が 「開」状態 と

される （ステ ツプ S 1 1 ) 。

これによ り、圧力保持部 3 2 内の 2 次側被加熱液体が圧力保持部 3 2 か ら

流 出 し、熱交換器 2 に流入する （ステ ップ S 1 ) 。

[0055] 次 に、開閉制御部 3 4 か ら開閉機構部 3 3 の電磁弁 3 3 a に対 して制御信

号が発信 される （ステ ップ S 1 3 ) 。開閉機構部 3 3 では、 当該制御信号 に

基づ き、金属シャッター 3 3 c がスライ ドし、電磁弁 3 3 a が 「閉」状態 と

される （ステ ツプ S 1 4 ) 。

また、開閉制御部 3 4 か ら開閉機構部 3 3 の電磁弁 3 3 b に対 して制御信

号が発信 される （ステ ップ S 1 5 ) 。開閉機構部 3 3 では、 当該制御信号 に

基づ き、金属シャッター 3 3 d がスライ ドし、電磁弁 3 3 匕が 「開」状態 と



される （ステツプS 1 6 ) 。

[0056] [熱交換器に対して発生するスケールの抑制]

次に、熱交換器 2 に対して発生するスケールの抑制について説明する。

図5 は、従来のポンプにおけるモ一夕の回転数を増加させた場合のせん断

応力の時間変化の一例を示すグラフである。

[0057] 本実施の形態 1 においては、タンク2 1 に蓄えられる2 次側被加熱液体と

して、例えば水道水などが用いられている。このような2 次側被加熱液体に

は、例えば、カルシウムに代表される金属イオンの酸化物、炭酸化合物など

のスケール成分が含まれている。そのため、熱交換器 2 によって2 次側被加

熱液体を 1次側被加熱液体と熱交換する際には、 2 次側被加熱液体に含まれ

るスケール成分が熱交換器 2 における2 次側被加熱液体との接触面に析出し

、付着する。そして、析出したスケールが熱交換器 2 に付着すると、このス

ケールが流路を閉塞するため、熱交換効率が低下する。

[0058] そこで、背景技術の項でも説明したように、従来は、被加熱液体に対して

脈流を発生させたり、被加熱液体が熱交換器を通過する際の通過速度を増加

させたりすることにより、被加熱液体と熱交換器における被加熱液体との接

触面との間にせん断応力を発生させる。そして、従来は、このせん断応力に

よって、熱交換器の接触面に析出したスケールを剥離することにより、スケ

—ルの成長を抑制するようにしている。

[0059] ここで、例えば、被加熱液体の速度を増加させる場合は、通常、被加熱液

体を送り出すポンプを駆動するモータの回転数を上昇させることによって行

う。しかしながら、ポンプを駆動するモータは、その回転数が目標とする回

転数に到達するまでには時間を要する。そのため、モータの回転数を上昇さ

せることによって目標とするせん断応力を得ようとする場合には、図5 に示

すように、例えば2 秒間の時間が必要となる。

[0060] すなわち、従来の方法では、被加熱液体の流量がスケール抑制効果を発揮

する流量に到達するまでの時間を要し、スケールの成長が促進されるため、

スケール抑制効果が低減してしまう。



本実施の形態 1 では、スケールの成長を抑制するように、予め設定された

圧力を付与 した 2 次側被加熱液体を予め設定されたタイミングで熱交換器 2

に流入させることにより、熱交換器 2 における 2 次側被加熱液体 との接触面

に析出 したスケールを除去可能なせん断応力を与えるようにする。

[0061 ] (スケールの析出）

図 6 は、図 1 の熱交換器 2 の接触面に付着する気泡 と析出するスケール と

の関係について説明するための概略図である。

図 7 は、図 1 の熱交換器 2 の接触面に析出 したスケールの一例 を示す概略

図である。

[0062] 図 6 に示すように、 2 次側被加熱液体に含 まれる気泡 4 0 が熱交換器 2 に

おける 2 次側被加熱液体 との接触面に付着 した場合、気泡 4 0 と熱交換器 2

の接触面 との界面には、界面以外の領域の 1 . 5 倍程度のイオン濃縮が発生

するマイクロ層 4 1 が形成 される。 このマイクロ層 4 1 では、気泡 4 0 が付

着 していない部分 と比較 して、スケ一ルの起点 となるスケ一ル核が多 く析出

される。そ して、図 7 に示すように、気泡 4 0 と熱交換器 2 の接触面 との界

面には、気泡 4 0 の形状 に対応するように してスケール核が析出される。

[0063] このように して析出されたスケールは、せん断応力を印加することによつ

て除去することができる。 このとき、成長 していない核の状態で熱交換器 2

の接触面に付着 している場合 には、一般的に、成長 したスケール と比較 して

低いせん断応力で除去することができる。

[0064] また、スケール核は、成長 したスケール と比較 して微少であるため、熱交

換器 2 および配管の表面などへ再付着 した り、配管の澱み部 に沈殿 した りす

る虞がない。そのため、スケール核の状態でスケールを除去する場合 には、

成長 したスケールを除去する場合 と比較 して低流量、低せん断応力で効率的

に除去することができる。

[0065] (せん断応力 と気泡離脱径 との関係）

図 8 は、図 1 の熱交換器 2 か ら気泡 4 0 が離脱する際の気泡離脱径 とせん

断応力 との関係の一例 を示すグラフである。



図 8 に示すように、 2 次側被加熱液体に印加されるせん断応力が大きくな

るにしたがって、熱交換器 2 における2 次側被加熱液体との接触面から離脱

する気泡 4 0 の径が小さくなることがわかる。例えば、 2 次側被加熱液体に

対 して 5 0 [ P a ] のせん断応力を印加 した場合には、 1 0 0 [ m ] 程度

の径の気泡 4 0 を熱交換器 2 の接触面から離脱させることができる。

[0066] 図 9 は、図 1 の熱交換システム 1 において、 2 次側被加熱液体にせん断応

力を印加 した場合のせん断応力の時間変化の一例を示すグラフである。なお

、図 9 において、点線で示すせん断応力の時間変化は、図 5 のせん断応力の

時間変化を示す。

図 9 に示すように、本実施の形態 1 では、 2 次側被加熱液体に対 してパル

ス状のせん断応力 （以下、 「せん断応力パルス」とここでは定義する）を印

加する。この場合、印加されたせん断応力は、図 5 に示す場合と比較 して立

ち上がりが急峻となり、熱交換器 2 に付着 した気泡 4 0 およびスケール核に

対 して短時間で目標となるせん断応力を印加することができる。そのため、

図 5 に示す場合と比較 して、スケール核を効率的に除去できるとともに、ス

ケ一ルの成長を抑制することができる。

[0067] ここで、図 9 に示すせん断応力パルスを印加すると、上述 したように、印

加されたせん断応力に応 じて熱交換器 2 における2 次側被加熱液体との接触

面に付着 した気泡 4 0 が移動する。例えば、図 8 に示す例では、印加時間が

0 . 5 [秒] であり、大きさが 5 0 [ P a ] のせん断応力を印加 した場合に

は、気泡径が 1 0 0 [ m ] 程度の気泡 4 0 を移動させることができる。

[0068] 図 1 0 は、せん断応力パルスの印加回数と気泡 4 0 の平均径との関係の一

例を示すグラフである。なお、図 1 0 は、印加時間が 0 . 5 [秒] であり、

大きさが 5 0 [ P a ] であるせん断応力を、 0 . 5 秒間隔で 2 次側被加熱液

体に印加 した場合の例を示す。

図 1 0 に示すように、印加するせん断応力パルスの回数が増加するにした

がって、熱交換器 2 における2 次側被加熱液体との接触面に付着 した気泡 4

0 の平均径が増加する。例えば、せん断応力パルスを3 回印加 した場合、気



泡 4 0 の平均径は、 1 0 0 0 [ m ] 以上 となっている。 これは、せん断応

力パ ル ス を複数回印加することにより、複数の気泡 4 0 が集合 して大 きな 1

つの気泡 4 0 が形成 されるためである。

[0069] また、図 8 に示すように、気泡 4 0 の気泡径が大 きいほど、小さいせん断

応力で気泡を除去することができる。例えば、 3 . 3 [ P a ] のせん断応力

パ ル ス を印加することにより、気泡径が 1 0 0 0 [ m ] 程度 となるように

集合 させた気泡 4 0 を除去することができる。

[0070] すなわち、本実施の形態 1 では、せん断応力が目標せん断応力 となるよう

な大 きいせん断応力パ ル ス を複数回印加 し、気泡 4 0 を移動および集合 させ

て大 きな気泡を形成 した後、当該せん断応力よりも小さいせん断応力のせん

断応力パ ル ス を印加する。 これにより、熱交換器 2 に付着 した気泡 4 0 およ

びスケール核 を効率的に除去 し、スケールの成長を抑制することができる。

[0071 ] [ スケール抑制効果の検証 ]

次に、熱交換器 2 に付着するスケールの抑制効果について検証する。

ここでは、せん断応力パルスの印加タイミングを変化させた場合、せん断

応力パ ル ス のせん断応力を変化させた場合、せん断応力パ ル ス の印加時間で

あるパ ル ス幅を変化させた場合、な らびに、せん断応力パ ル ス のせん断応力

およびパルス幅を変化させた場合のそれぞれにおけるスケール抑制効果につ

いて検証する。

[0072] (第 1 の検証 ：せん断応力パルスの印加タイミングを変化させた場合）

まず、第 1 の検証 と して、せん断応力パルスの印加タイミングを変化させ

た場合の熱交換器 2 に対するス ケールの付着量について説明する。

[0073] 図 1 1 は、せん断応力パルスの印加タイミングを変化させた場合の熱交換

器 2 に対するスケールの付着量について説明するためのグラフである。

この例では、通常状態の流量でのせん断応力である 1 [ P a ] の 2 次側被

加熱液体に対 して、予め設定された大 きさのせん断応力を有する第 1 のせん

断応力パルスと、第 1 のせん断応力パルスよりもせん断応力が小さい第 2 の

せん断応力パルスとを組み合わせたせん断応力パルスサイクルを、以下の条



件で印加する。そ して、熱交換システム 1 を 1 0 0 時間運転 したときに、せ

ん断応力パルスサイクルを印加する周期を変化させた場合の、熱交換器 2 に

対するスケール付着量を計測 した。

( a ) 第 1 のせん断応力パルス

せん断応力 ：5 0 [ P a ]

印加時間 （パルス幅） ：0 . 5 [秒]

パルス休止時間 ：0 . 5 [秒]

印加回数 ：3 回

( b ) 第 2 のせん断応力パルス

せん断応力 ：3 . 3 [ P a ]

印加時間 （パルス幅） ：0 . 5 [秒]

パルス休止時間 ：0 . 5 [秒]

印加回数 ： 回

[0074] 図 1 1 に示す例は、せん断応力パルスを印加 しない場合のスケール付着量

を 1 0 0 % とし、せん断応力パルスサイクルを印加する周期をそれぞれ 3 [

分] 、 5 [分] および 7 [分] とした場合のスケール付着量比を示す。また

、参考として、従来のポンプにおけるモータの回転数を増加させて脈動を発

生させた脈動運転の場合の結果も併せて示す。

図 1 1 に示すように、 3 分周期でせん断応力パルスサイクルを印加 した場

合には、熱交換器 2 に対するスケール付着量がせん断応力パルスを印加 しな

い場合の 5 0 % となった。また、 5 分周期でせん断応力パルスサイクルを印

加 した場合には、熱交換器 2 に対するスケール付着量がせん断応力パルスを

印加 しない場合の 6 1 o/o となった。さらに、 7 分周期でせん断応力パルスサ

ィクルを印加 した場合には、熱交換器 2 に対するスケール付着量がせん断応

力パルスを印加 しない場合の 6 5 % となった。なお、従来の脈動運転では、

熱交換器 2 に対するスケール付着量がせん断応力パルスを印加 しない場合の

7 3 % となった。

[0075] この結果から、 3 分周期でせん断応力パルスサイクルを印加 した場合のス



ケ一ル付着量が最も小さくなり、他の周期でせん断応力パルスサイクルを印

加 した場合と比較 して、スケ一ル抑制効果が最も大きくなつている。

すなわち、せん断応力パルスサイクルを印加する周期が短いほど、熱交換

器 2 に対するスケール付着量が少なくなり、スケール抑制効果が高くなる。

[0076] なお、大きいせん断応力パルスである第 1 のせん断応力パルスを印加する

回数が多い、または時間が長いほど熱交換器 2 の表面温度が低下 し、熱交換

効率が低下することが知られている。そのため、熱交換器 2 表面のスケール

付着量に応 じて、熱交換効率がより向上するように、せん断応力パルスサイ

クルにおける第 1 のせん断応力パルスの印加回数および印加時間を設定する

必要がある。

[0077] (第 2 の検証 ：せん断応力パルスのせん断応力を変化させた場合）

次に、第 2 の検証として、せん断応力パルスのせん断応力を変化させた場

合の熱交換器 2 に対するスケールの付着量について説明する。

[0078] 図 1 2 は、せん断応力パルスのせん断応力を変化させた場合の熱交換器 2

に対するスケールの付着量について説明するためのグラフである。

この例では、通常状態の流量でのせん断応力である 1 [ P a ] の 2 次側被

加熱液体に対 して、せん断応力パルスサイクルを以下の条件で印加する。そ

して、熱交換システム 1 を 1 0 0 時間運転 したときに、せん断応力パルスサ

イクルを5 分毎に 1 回印加する周期で印加 した場合の、熱交換器 2 に対する

スケール付着量を計測 した。

( a ) 第 1 のせん断応力パルス

せん断応力 ：0 [ P a ] 〜 7 0 [ P a ]

印加時間 （パルス幅） ：0 . 5 [秒]

パルス休止時間 ：0 . 5 [秒]

印加回数 ：3 回

( b ) 第 2 のせん断応力パルス

せん断応力 ：3 . 3 [ P a ]

印加時間 （パルス幅） ：0 . 5 [秒]



パルス休止時間 ：0 . 5 [ 秒 ]

印加回数 ： 回

[0079] 図 1 2 に示す例は、せん断応力パルスを印加 しない場合のスケール付着量

を 「1 0 0 」 と し、第 1 のせん断応力パルスの大 きさを 0 [ P a ] 〜 7 0 [

P a ] まで変化させた場合のスケール付着量を示す。

図 1 2 に示すように、第 1 のせん断応力パルスの大 きさが 5 [ P a ] 以上

の場合 には、せん断応力パルスを印加 しない場合 と比較 して、熱交換器 2 に

対するス ケール付着量が抑制 された。一方、第 1 のせん断応力パ ル ス の大 き

さが 5 0 [ P a ] 以上の場合 には、スケール付着量が変化せず、スケール抑

制効果が飽和する傾向となつた。

[0080] このように、第 1 のせん断応力パルスの大 きさが 5 [ P a ] 以上でスケ一

ル抑制効果を得 ることができ、第 1 のせん断応力パルスの大 きさが 5 0 [ P

a ] 以上でスケール抑制効果が飽和する。すなわち、 2 次側被加熱液体に印

加する第 1 のせん断応力パルスの大 きさは、 5 [ P a ] 〜 5 0 [ P a ] の範

囲で設定すると好ま しい。

[0081 ] また、第 2 のせん断応力パルスの大 きさが 3 . 3 [ P a ] であるため、第

1 のせん断応力パルスの大 きさと第 2 のせん断応力パルスの大 きさの比率は

、 「5 : 3 . 3 」〜 「5 0 : 3 . 3 」の範囲で設定するとより好ま しい。

[0082] (第 3 の検証 ：せん断応力パルスのパルス幅を変化させた場合）

次に、第 3 の検証 と して、せん断応力パ ル ス のパ ル ス幅を変化させた場合

の熱交換器 2 に対するスケールの付着量について説明する。

[0083] 図 1 3 は、せん断応力パ ル ス のパ ル ス幅を変化させた場合の熱交換器 2 に

対するスケールの付着量について説明するためのグラフである。

この例では、通常状態の流量でのせん断応力である 1 [ P a ] の 2 次側被

加熱液体に対 して、せん断応力パルスサイクルを以下の条件で印加する。そ

して、熱交換システム 1 を 1 0 0 時間運転 したときに、せん断応力パルスサ

イクルを 5 分毎 に 1 回印加する周期で印加 した場合の、熱交換器 2 に対する

スケール付着量を計測 した。



( a ) 第 1 のせん断応力パルス

せん断応力 ：3 0 [ P a ]

印加時間 （パルス幅） ：0 [秒] 〜 5 . 0 [秒]

パルス休止時間 ：0 . 5 [秒]

印加回数 ： 回

( b ) 第 2 のせん断応力パルス

せん断応力 ：3 . 3 [ P a ]

印加時間 （パルス幅） ：0 . 5 [秒]

パルス休止時間 ：0 . 5 [秒]

印加回数 ： 回

[0084] 図 1 3 に示す例は、せん断応力パルスを印加 しない場合のスケール付着量

を 「1 0 0 」とし、第 1 のせん断応力パルスの印加時間であるパルス幅を0

[秒] 〜 5 . 0 [秒] まで変化させた場合のスケール付着量を示す。

図 1 3 に示すように、第 1 のせん断応力パルスのパルス幅が 0 [秒] 〜 5

. 0 [秒] のすベての範囲において、せん断応力パルスを印加 しない場合と

比較 して、熱交換器 2 に対するスケール付着量が抑制された。

特に、第 1 のせん断応力パルスのパルス幅が 0 . 1 [秒] 〜 1 . 0 [秒]

の範囲では、スケール付着量がせん断応力パルスを印加 しない場合の 7 0 %

以下となり、スケール抑制効果がより高い傾向となつた。

[0085] このように、第 1 のせん断応力パルスのパルス幅を0 [秒] 〜 5 . 0 [秒

] の範囲で設定 した場合には、せん断応力パルスを印加 しない場合と比較 し

て、スケール抑制効果を得ることができる。特に、パルス幅を0 . 1 [秒]

〜 1 . 0 [秒 ] の範囲で設定 した場合には、より高いスケール抑制効果を得

ることができる。

また、このようにせん断応力パルスのパルス幅を設定 した場合には、上述

したようなポンプの制御によってスケ一ルを抑制する際に必要とされる時間

は、 2 秒程度であるのに対 して、短い時間でスケールを抑制することができ

る。



[0086] (第 4 の検証 ：せん断応力パルスのせん断応力およびパルス幅を変化させた

場合）

次に、第4 の検証として、せん断応力パルスのせん断応力およびパルス幅

を変化させた場合の熱交換器 2 に対するスケールの付着量について説明する

。この第4 の検証は、上述 した第 2 の検証および第 3 の検証を組み合わせた

ものである。

[0087] 図 1 4 は、せん断応力パルスのせん断応力およびパルス幅を変化させた場

合の熱交換器 2 に対するスケ一ルの付着量について説明するためのグラフで

ある。

この例では、通常状態の流量でのせん断応力である 1 [ P a ] の 2 次側被

加熱液体に対 して、せん断応力パルスサイクルを以下の条件で印加する。そ

して、熱交換システム 1 を 1 0 0 時間運転 したときに、せん断応力パルスサ

イクルを5 分毎に 1 回印加する周期で印加 した場合の、熱交換器 2 に対する

スケール付着量を計測 した。

第 1 および第 2 のせん断応力パルスの大きさの比率 ： 「3 ：1 」〜 「

3 0 : 1 」

第 1 および第 2 のせん断応力パルスのパルス幅 ：0 . 1 [秒] 〜

2 . 0 [秒]

第 1 および第 2 のせん断応力パルスのパルス休止時間 ：0 . 5 [秒]

( a ) 第 1 のせん断応力パルスの印加回数 ：3 回

( b ) 第 2 のせん断応力パルスの印加回数 ：1 回

[0088] 図 1 4 に示す例は、せん断応力パルスを印加 しない場合のスケール付着量

を 「1 0 0 」とした場合のスケール抑制効果の結果を示す。なお、同図にお

いては、スケール抑制効果が 2 0 %以上、すなわちスケール付着量が 8 0 %

以下となった場合の結果を 「一」と記載 し、スケール抑制効果が 2 0 %未満

、すなわちスケール付着量が 8 0 % を超える場合の結果を 「十」と記載 して

いる。

[0089] 図 1 4 に示すように、第 1 のせん断応力パルスの大きさと第 2 のせん断応



力パルスの大 きさとの比率が 「5 : 1 」以上であ り、かつ、せん断応力パル

スのパルス幅が 1 . 0 [ 秒 ] 以内である場合 には、スケール抑制効果が 2 0

% 以上 となった。

また、第 1 のせん断応力パルスの大 きさと第 2 のせん断応力パルスの大 き

さとの比率が 「1 0 : 1 」以上であ り、かつ、せん断応力パルスのパルス幅

が 1 . 5 [ 秒 ] 以内である場合 には、スケール抑制効果が 2 0 % 以上 となつ

た。

さらに、第 1 のせん断応力パルスの大 きさと第 2 のせん断応力パルスの大

きさとの比率が 「2 0 ：1 」以上であ り、かつ、せん断応力パルスのパルス

幅が 2 . 0 [ 秒 ] 以内である場合 には、スケール抑制効果が 2 0 % 以上 とな

つた。

[0090] この結果か ら、第 1 のせん断応力パルスの大 きさと第 2 のせん断応力パル

スの大 きさとの比率が大 きいほど、せん断応力パルスのパルス幅を短 くして

も、熱交換器 2 に対するスケール抑制効果を得 られることがわかる。

[0091 ] 以上のように、本実施の形態 1 では、 1 次側被加熱液体が循環する環状の

1 次側循環回路 1 0 と、 2 次側被加熱液体が循環する環状の 2 次側循環回路

2 0 と、 1 次側被加熱液体 と 2 次側被加熱液体 との間で熱交換 を行 う熱交換

器 2 と、 2 次側被加熱液体の一部 を加圧 して保持する圧力保持部 3 2 と、熱

交換器 2 の 2 次側被加熱液体の流入側 に設けられ、熱交換器 2 に流入する 2

次側被加熱液体を、 2 次側循環回路 2 0 と圧力保持部 3 2 との間で切 り替え

る開閉機構部 3 3 と、圧力保持部 3 に保持 された 2 次側被加熱液体に対す

る加圧量、および開閉機構部 3 3 の切 り替えを制御する開閉制御部 3 4 とを

備える。

このように、加圧された 2 次側被加熱液体を熱交換器 2 に対 して供給する

ことにより、 より効率的かつ確実にスケールの発生および成長を抑制するこ

とができる。

[0092] また、開閉制御部 3 4 は、圧力の大 きさが異なる複数のせん断応力パルス

を組み合わせたせん断応力パルスサイクルを印加 した 2 次側被加熱液体を熱



交換器 2 に対 して供給するように、圧力保持部 3 2 および開閉機構部 3 3 を

制御する。

さらに、せん断応力パルスサイクルは、第 1 のせん断応力パルスと、第 1

のせん断応力パルスよりも圧力の大きさが小さい第 2 のせん断応力パルスと

によって形成され、第 1 のせん断応力パルスおよび第 2 のせん断応力パルス

の順序で組み合わせられる。

これにより、熱交換器 2 の接触面に付着 した気泡 4 0 を第 1 のせん断応力

パルスによつて移動および集合させて大きな気泡が形成された後、第 2 のせ

ん断応力パルスによって大きな気泡を除去することができる。そのため、熱

交換器 2 における2 次側被加熱液体との接触面に付着 した気泡 4 0 およびス

ケ一ル核を効率的に除去することができる。

[0093] 実施の形態 2 .

次に、本発明の実施の形態 2 に係る熱交換システ厶について説明する。

本実施の形態 2 に係る熱交換システムは、第 2 の圧力印加部を備える点で

、上述 した実施の形態 1 と相違する。本実施の形態 2 において、 2 次側被加

熱液体は、タンク2 1 と熱交換器 2 との間を複数回循環することによって沸

き上げられる （以下、 「複数回沸き上げ方式」と適宜称する）。

[0094] [熱交換システムの構成]

図 1 5 は、本実施の形態 2 に係る熱交換システム 1 の構成の一例を示すプ

ロック図である。なお、以下の説明において、上述 した実施の形態 1 と共通

する部分には同一の符号を付 し、詳細な説明を省略する。

図 1 5 に示すように、熱交換システム 1 は、 1次側循環回路 1 0 、 2 次側

循環回路 2 0 および熱交換器 2 で構成されている。 2 次側循環回路 2 0 には

、実施の形態 1 と同様の構成に加えて、第 2 の圧力印加部 5 0 が設けられて

いる。

[0095] 第 2 の圧力印加部 5 0 は、第4 のポンプ5 1、配管 5 6 によって第4 のポ

ンプ5 1 に接続された第 2 の圧力保持部 5 2 、および配管 5 7 によって第 2

の圧力保持部 5 2 に接続された第 2 の開閉機構部 5 3 で構成されている。第



4 のポンプ5 1 は、第 3 のポンプ3 1 と同様の構成および機能を有 している

。また、第 2 の圧力保持部 5 2 は、圧力保持部 3 2 と同様の構成および機能

を有 している。

[0096] 図 1 6 は、図 1 5 の第 2 の開閉機構部 5 3 の構成の一例を示す概略図であ

る。

図 1 6 に示すように、第 2 の開閉機構部 5 3 は、電磁弁 5 3 a および電磁

弁 5 3 b を有 している。

[0097] 電磁弁 5 3 a は、第 2 の圧力保持部 5 2 に接続された配管 5 7 に設けられ

ている。電磁弁 5 3 a は、弁の開閉状態を示す情報を、信号線 5 8 を介 して

開閉制御部 3 4 に供給するとともに、信号線 5 8 を介 して開閉制御部 3 4 か

ら供給される制御信号に基づき、弁の開閉状態が制御される。

電磁弁 5 3 a には、金属シャッター 5 3 c が設けられている。金属シャツ

タ一 5 3 c は、開閉制御部 3 4 の制御に基づき動作 し、電磁弁 5 3 a の開閉

状態を決定する。金属シャッター 5 3 c は、例えば、中央部近傍に貫通孔が

設けられており、この貫通孔を配管 5 7 と一致させることにより、電磁弁 5

3 a が 「開」状態となる。

[0098] 電磁弁 5 3 b は、タンク2 1 に接続された配管 2 5 に設けられている。電

磁弁 5 3 b は、弁の開閉状態を示す情報を、信号線 5 8 を介 して開閉制御部

3 4 に供給するとともに、信号線 5 8 を介 して開閉制御部 3 4 から供給され

る制御信号に基づき、弁の開閉状態が制御される。

電磁弁 5 3 b には、金属シャッター 5 3 d が設けられている。金属シャツ

タ一 5 3 d は、開閉制御部 3 4 の制御に基づき動作 し、電磁弁 5 3 b の開閉

状態を決定する。金属シャッター 5 3 d は、例えば、中央部近傍に貫通孔が

設けられており、この貫通孔を配管 2 5 と一致させることにより、電磁弁 5

3 b が 「開」状態となる。

[0099] 第 2 の開閉機構部 5 3 は、開閉制御部 3 4 の制御に基づき、電磁弁 5 3 a

および電磁弁 5 3 b が互いに連動するように動作する。

第 2 の開閉機構部 5 3 では、例えば、金属シャッター 5 3 c が移動 して電



磁弁 5 3 a が 「開」状態 となると同時に、金属シャッター 5 3 d が移動 して

電磁弁 5 3 匕が 「閉」状態 となる。

[01 00] このように電磁弁 5 3 a および電磁弁 5 3 b が動作することによ り、配管

5 7 を介 して第 2 の圧力保持部 5 2 か ら流 出 した 2 次側被加熱液体がタンク

1 の方向へ流れるのを防 ぐことがで きる。なお、電磁弁 5 3 a および電磁

弁 5 3 b をこのような構造 とするのは、開閉制御部 3 4 による制御 に対する

応答 を速 くするためである。

[01 0 1 ] 説 明は図 1 5 に戻 り、開閉制御部 3 4 は、実施の形態 1 と同様の制御 に加

えて、第 2 の圧力保持部 5 2 および第 2 の開閉機構部 5 3 における各部 を制

御する。

例 えば、開閉制御部 3 4 は、第 2 の圧力保持部 5 の動作 を制御するため

の制御信号 を、信号線 5 5 を介 して第 2 の圧力保持部 5 2 に供給する。 また

、開閉制御部 3 4 は、予め設定されたタイミングで、図 1 6 に示す第 2 の開

閉機構部 5 3 の電磁弁 5 3 a および電磁弁 5 3 b の開閉を制御するための制

御信号 を、信号線 5 8 を介 して第 2 の開閉機構部 5 3 に供給する。

[01 02] なお、 この例では、実施の形態 1 と異な り、開閉制御部 3 4 が圧力印加部

3 0 か ら独立 して構成 されているが、 これはこの例 に限 られない。例 えば、

実施の形態 1 と同様 に、開閉制御部 3 4 が圧力印加部 3 0 に含 まれていても

よい し、第 2 の圧力印加部 5 0 に含 まれるように してもよい。

[01 03] [ 熱交換 システムの動作 ]

本実施の形態 2 に係 る熱交換 システム 1 における、 1 次側循環回路 1 0 を

流れる 1 次側被加熱液体の流れ、 および 2 次側循環回路 2 0 を流れる 2 次側

被加熱液体の流れについては、実施の形態 1 と同様である。 また、圧力印加

部 3 0 の動作 についても、実施の形態 1 と同様である。

[01 04] タ ンク 2 1 に蓄え られた 2 次側被加熱液体は、第 2 の圧力印加部 5 0 に供

給 される。第 2 の圧力印加部 5 0 に供給 された 2 次側被加熱液体は、第 2 の

圧力印加部 5 0 の第 4 のポ ンプ 5 1 によって第 2 の圧力保持部 5 2 に流入す

る。



[01 05] 第 2 の圧力保持部 5 2 に流入 した 2 次側被加熱液体は、開閉制御部 3 4 の

制御 に基づ き予め設定された圧力が印加 され、第 2 の圧力保持部 5 2 か ら流

出する。第 2 の圧力保持部 5 2 か ら流 出 した 2 次側被加熱液体は、第 2 の開

閉機構部 5 3 に流入する。

第 2 の開閉機構部 5 3 に流入 した 2 次側被加熱液体は、開閉制御部 3 4 の

制御 に基づ き開閉動作 を行 う電磁弁 5 3 a が 「開」状態 とな った際に、第 2

の開閉機構部 5 3 か ら流 出 し、熱交換器 2 に流入する。

[01 06] この とき、電磁弁 5 3 a の開閉動作 と、第 2 の圧力保持部 5 2 における 2

次側被加熱液体 に対 して印加する圧力を制御することによ り、第 2 の圧力保

持部 5 2 か ら流 出する 2 次側被加熱液体 を予め設定されたタイミングおよび

圧力で熱交換器 2 に流入させ る。

[01 07] ここで、第 2 の圧力保持部 5 2 か ら熱交換器 2 に流入する 2 次側被加熱液

体は、熱交換器 2 内部 におけるせん断応力パルスの方向が、圧力保持部 3 2

か ら熱交換器 2 に流入する 2 次側被加熱液体 と逆方向になる。本実施の形態

3 では、 このような逆方向のせん断応力パルスを第 3 のせん断応力パルス と

して、実施の形態 1 で示 した第 1 のせん断応力パルス と、第 1 のせん断応力

パルスよ りも小 さい第 2 のせん断応力パルス との間に加 える。なお、 この場

合の第 3 のせん断応力パルスは、印加方向を除いて第 1 のせん断応力パルス

と同等 とする。

[01 08] このように、熱交換器 2 内へ押 し出す方向の第 1 のせん断応力パルスを印

加することによって気泡の移動 および集合 を行い、熱交換器 2 内か ら引 き戻

す方向の第 3 のせん断応力パルスを印加する。 これによ り、第 1 のせん断応

力パルスによって移動 および集合 して形成 される大 きな気泡の生成効率 を高

めることがで きる。

この場合、第 1 および第 2 のせん断応力パルスのみを印加 した場合 よ りも

、熱交換器 2 における 2 次側被加熱液体 との接触面 に付着 した気泡 4 0 およ

びスケール核が、 よ り効率的に除去 される。

[01 09] [ スケール抑制効果の検証 ]



次 に、熱交換器 2 に付着するスケールの抑制効果 について検証する。

本実施の形態 2 では、実施の形態 1 における第 1 のせん断応力パルスおよ

び第 2 のせん断応力パルスに加 えて、熱交換器 2 に対する応力の印加方向が

第 1 および第 2 のせん断応力パルス とは逆方向 となる第 3 のせん断応力パル

ス か らなるせん断応力パ ル ス サイクル を、熱交換器 2 に対 して印加する。

[01 10] 図 1 7 は、第 1 のせん断応力パ ル ス 〜 第 3 のせん断応力パ ル ス を印加 した

場合の熱交換器 2 に対するス ケ ールの付着量 について説明するためのグラフ

である。

この例では、通常状態の流量でのせん断応力である 1 [ P a ] の 2 次側被

加熱液体 に対 して、予め設定された大 きさのせん断応力を有する第 1 のせん

断応力パルス と、第 1 のせん断応力パルスよ りもせん断応力が小 さい第 2 の

せん断応力パルス と、第 1 のせん断応力パルス と同 じ大 きさで応力の印加方

向が熱交換器 2 に対 して逆方向 となる第 3 のせん断応力パルス とを組み合わ

せたせん断応力パ ル ス サイクル を、以下の条件で印加する。そ して、熱交換

システム 1 を 1 0 0 時間運転 した ときに、せん断応力パルスサイクル を印加

する周期 を変化 させた場合の、熱交換器 2 に対するスケール付着量 を計測 し

た。なお、せん断応力パ ル ス は、第 1 のせん断応力パ ル ス、 第 3 のせん断応

力パ ル ス、 第 2 のせん断応力パ ル ス の順序で印加する。

[01 11] ( a ) 第 1 のせん断応力パ ル ス

せん断応力 : 5 0 [ P a ]

印加時間 （パ ル ス幅） ：0 . 5 [ 秒 ]

パ ル ス休止時間 : 0 . 5 [ 秒 ]

印加 回数 ：3 回

( b ) 第 3 のせん断応力パルス

せん断応力 : 5 0 [ P a ]

印加時間 （パ ル ス幅） ：0 . 5 [ 秒 ]

パ ル ス休止時間 : 0 . 5 [ 秒 ]

印加 回数 ：3 回



( c ) 第 2 のせん断応力パ ル ス

せん断応力 ：3 . 3 [ P a ]

印加時間 （パ ル ス幅） ：0 . 5 [ 秒 ]

パ ル ス休止時間 ：0 . 5 [ 秒 ]

印加 回数 ： 回

[01 12] 図 1 7 に示す例 は、せん断応力パ ル ス を印加 しない場合のス ケ ール 付着量

を 1 0 0 % と し、せん断応力パ ル ス サ イ クル を印加する周期 を 3 [ 分 ] と し

た場合のス ケ ール 付着量比 を示す。 こ こで は、せん断応力パ ル ス を印加 しな

い場合の例 を 「比較例 1 」 と し、第 1 、第 3 、第 2 のせん断応力パ ル ス の順

序でせん断応力パルスを印加するせん断応力パルスサ イ クルの場合の例 を 「

実施例 1 」 と して示 している。 また、実施の形態 1 と同様 に、第 1 、第 2 の

せん断応力パ ル ス の順序でせん断応力パ ル ス を印加するせん断応力パ ル ス サ

ィ クルの場合の例 を 「比較例 2 」 と して示 している。

図 1 7 に示すように、第 1 、第 2 のせん断応力パ ル ス の順序でせん断応力

パ ル ス サ イ クル を印加 した比較例 2 では、熱交換器 2 に対するス ケ ール 付着

量がせん断応力パ ル ス を印加 しない比較例 1 の 5 0 % とな った。 また、第 1

、第 3 、第 2 のせん断応力パ ル ス の順序でせん断応力パ ル ス サ イ クル を印加

した実施例 1 では、熱交換器 2 に対するス ケ ール 付着量が比較例 1 の 3 5 %

とな った。

[01 13] この結果か ら、第 1 、第 3 、第 2 のせん断応力パ ル ス の順序でせん断応力

パ ル ス サ イ クル を印加 した場合 には、第 1 、第 2 のせん断応力パ ル ス の順序

でせん断応力パ ル ス サ イ クル を印加 した場合 と比較 して、熱交換器 2 に対す

るスケール付着量が少な くな り、スケール抑制効果がよ り高 くなる。

[01 14] 以上のように、本実施の形態 2 では、第 1 、第 3 、第 2 のせん断応力パ ル

ス の順序で組み合わせたせん断応力パ ル ス サ イ クル を印加 した 2 次側被加熱

液体 を、熱交換器 2 に対 して供給する。 これによ り、 よ り効率的かつ確実 に

ス ケ ール の発生および成長 を抑制することがで きる。

[01 15] 実施 の形態 3 .



次 に、本発明の実施の形態 3 に係 る熱交換 シ ス テ ム について説明する。

本実施の形態 3 に係 る熱交換 シ ス テ ム は、 2 次側循環回路 2 0 に設 け られ

たスケール トラップ 2 3 を取 り除いた点で、実施の形態 2 と相違する。本実

施の形態 3 において、 2 次側被加熱液体は、 タンク 2 1 と熱交換器 2 との間

を 1 回循環することによって沸 き上 げ られる （以下、 「1 回沸 き上 げ方式」

と適宜称する）。

[01 16] 2 次側被加熱液体のタンク 2 1 と熱交換器 2 との間の循環回数が 1 回の場

合、図 1 5 に示すスケール トラップ 2 3 によるスケール捕捉効果は、循環回

数が複数回の場合 と比較 して低 く、熱交換器 2 に対するスケール付着の抑制

効果がほとん ど期待で きない。そのため、熱交換器 2 へのスケール付着量は

、 同量の 2 次側被加熱液体 を複数回循環 させて沸 き上 げた場合 と比較 して多

くなる。そ こで、本実施の形態 3 では、 1 回沸 き上 げ方式の場合 においても

、実施の形態 2 と同様のせん断応力パルスサイクル を印加 し、熱交換器 2 へ

のスケール付着 を抑制する。

[01 17] 2 次側被加熱液体 を沸 き上 げる際に必要な循環回数 は、例 えば、 ヒー 卜ポ

ンプに使用される冷媒の種類 によるエネルギー特性 に依存する。例 えば、 2

次側被加熱液体が R 4 1 0 等の フ ロ ン系ガスの場合 は、複数回循環 させて沸

き上 げる際のエネルギー効率が高い。 また、 2 次側被加熱液体が C 〇 2 (二酸

化炭素）等の 自然冷媒の場合 は、 1 回循環 させて沸 き上 げる際の方が、エネ

ル ギ ー効率が高い。

[01 18] [ 熱交換 シ ス テ ム の構成 ]

図 1 8 は、本発明の実施の形態 3 に係 る熱交換 シ ス テ ム 1 の構成の一例 を

示すプロック図である。なお、以下の説明において、上述 した実施の形態 1

および 2 と共通する部分 には同一の符号 を付 し、詳細な説明を省略する。

図 1 8 に示すように、熱交換 システム 1 は、 1 次側循環回路 1 0 、 2 次側

循環回路 2 0 および熱交換器 2 で構成 されている。ただ し、図 1 5 に示す実

施の形態 2 に係 る熱交換 シ ス テ ム 1 と比較 して、 ス ケ ール トラップ 2 3 が取

り除かれている。



[01 19] [ スケール抑制効果の検証 ]

次 に、熱交換器 2 に付着するスケールの抑制効果 について検証する。

本実施の形態 3 では、実施の形態 2 と同様 に、第 1 〜第 3 のせん断応力パ

ルスか らなるせん断応力パルスサイクル を、熱交換器 2 に対 して印加する。

[01 20] 図 1 9 は、第 1 のせん断応力パ ル ス 〜 第 3 のせん断応力パ ル ス を印加 した

場合の熱交換器 2 に対するス ケ ールの付着量 について説明するためのグラフ

である。

この例では、通常状態の流量でのせん断応力である 1 [ P a ] の 2 次側被

加熱液体 に対 して、予め設定された大 きさのせん断応力を有する第 1 のせん

断応力パルス と、第 1 のせん断応力パルスよ りもせん断応力が小 さい第 2 の

せん断応力パルス と、第 1 のせん断応力パルス と同 じ大 きさで応力の印加方

向が熱交換器 2 に対 して逆方向 となる第 3 のせん断応力パルス とを組み合わ

せたせん断応力パルスサイクル を、以下の条件で印加する。なお、せん断応

力パルスは、第 1 のせん断応力パルス、第 3 のせん断応力パルス、第 2 のせ

ん断応力パルスの順序で印加する。

[01 2 1 ] 熱交換器 2 に対するスケール付着量は、 2 次側被加熱液体 を 2 0 0 0 L (

リッ トル）沸 き上 げた時点の付着量 を計測 した。 これは、例 えばタンク 2 1

の 1 個分の容量である 2 0 0 L を沸 き上 げた時点では、熱交換器 2 へのス ケ

—ル付着量が十分でないためであ り、評価 に際 しては、 タンク 2 1 の 1 0 個

分の容量の沸 き上 げが必要であ ったためである。

[01 22] ( a ) 第 1 のせん断応力パ ル ス

せん断応力 ：5 0 [ P a ]

印加時間 （パ ル ス幅） ：0 . 5 [ 秒 ]

パ ル ス休止時間 ：0 . 5 [ 秒 ]

印加 回数 ：3 回

( b ) 第 3 のせん断応力パ ル ス

せん断応力 ：5 0 [ P a ]

印加時間 （パ ル ス幅） ：0 . 5 [ 秒 ]



パ ル ス休止時間 ：0 . 5 [ 秒 ]

印加 回数 ：3 回

( c ) 第 2 のせん断応力パ ル ス

せん断応力 ：3 . 3 [ P a ]

印加時間 （パ ル ス幅） ：0 . 5 [ 秒 ]

パ ル ス休止時間 ：0 . 5 [ 秒 ]

印加 回数 ： 回

[01 23] 図 1 9 に示す例 は、実施の形態 2 に示すようにス ケ ール トラップ 2 3 を有

し、複数回沸 き上 げ方式で、せん断応力パ ル ス を印加 しない場合の例 を上述

した 「比較例 1 」 と し、熱交換器 2 に付着 したス ケ ール 付着量 を 1 0 0 % と

した。 この ときのタンク 2 1 と熱交換器 2 との間の循環回数 は、 1 0 0 回で

ある。

ここでは、 ス ケ ール トラップ 2 3 を取 り除いた状態で、かつ 1 回沸 き上 げ

方式で、第 1 、第 3 、第 2 のせん断応力パルスの順序でせん断応力パルスを

印加するせん断応力パルスサイクルの場合の例 を 「実施例 2 」 と して示 して

いる。 また、実施の形態 2 と同様 に、複数回沸 き上 げ方式で、第 1 、第 3 、

第 2 のせん断応力パ ル ス の順序でせん断応力パ ル ス を印加するせん断応力パ

ルスサイクルの場合の例 を上述 した 「実施例 1 」 と して示 している。 さ らに

、本実施の形態 3 のように 1 回沸 き上 げ方式であるものの、せん断応力パル

スを印加 しない場合の例 を 「比較例 3 」 と して示 している。

[01 24] 図 1 9 に示すように、 ス ケ ール トラップ 2 3 がな く、かつ 1 回沸 き上 げ方

式で、せん断応力パ ル ス を印加 しない比較例 3 では、熱交換器 2 へのス ケ 一

ル付着量が比較例 1 の 2 1 5 % に増加 した。 また、スケール トラップ 2 3 が

な く、かつ 1 回沸 き上 げ方式で、第 1 、第 3 、第 2 のせん断応力パ ル ス の順

序でせん断応力パ ル ス を印加する実施例 2 では、熱交換器 2 へのス ケ ール 付

着量が比較例 1 の 5 8 % とな つた。

[01 25] 以上の結果か ら、 1 回沸 き上 げ方式において、せん断応力パ ル ス を印加 し

た場合 には、せん断応力パ ル ス を印加 しない場合 と比較 して、比較例 1 を基



準 と した場合のスケール付着量が 2 1 5 % か ら 5 8 % に大幅 に低減すること

がで きる。 また、複数回沸 き上 げ方式では、せん断応力パ ル ス を印加するこ

とによ り、スケール付着量が 1 0 0 0/ 0か ら3 5 / 0 に低減するため、 6 5 % の

低減効果がある。 これに対 して、 1 回沸 き上 げ方式では、せん断応力パ ル ス

を印加することによ り、スケール付着量が比較例 3 の 2 1 5 % か ら実施例 2

の 5 8 % に低減 し、 1 5 7 % の低減効果があ り、複数回沸 き上 げ方式よ りも

高い低減効果 を奏することがで きる。

[01 26] 以上のように、本実施の形態 3 では、実施の形態 2 と同様 に、第 1 、第 3

、第 2 のせん断応力パルスの順序で組み合わせたせん断応力パルスサイクル

を印加 した 2 次側被加熱液体 を、熱交換器 2 に対 して供給する。 これによ り

、実施の形態 2 と同様 に、 よ り効率的かつ確実 にス ケ ールの発生および成長

を抑制することがで きる。

[01 27] すなわち、 このようなせん断応力パルスサイクル を熱交換器 2 に供給する

ことによってスケ一ルの発生および成長 を抑制するという効果は、 2 次側循

環回路 2 0 における循環回数が実施の形態 1 および 2 のような複数回の場合

だけでな く、例 えば 1 回の場合であ っても得 ることがで きる。

[01 28] 以上、本発明の実施の形態 1 〜 3 について説明 したが、本発明は、上述 し

た本発明の実施の形態 1 〜 3 に限定されるものではな く、本発明の要 旨を逸

脱 しない範囲内で様 々な変形や応用が可能である。

[01 29] 例 えば、本実施の形態 ！〜 3 では、 ヒー トポ ンプ 1 1 によって加熱 された

次側被加熱液体の熱 によって 2 次側被加熱液体 を加熱する熱交換 シ ス テ ム

1 を例 にとって説明 したが、 これはこの例 に限 られない。例 えば、熱交換 シ

ステ厶 1 は、 ヒー トポ ンプ 1 1 によって冷却 された 1 次側液体の熱 によって

次側液体 を冷却するものであ ってもよい。

[01 30] また、例 えば、熱交換 シ ス テ ム 1 は、 タンク 2 1 を備 えていな くてもよい

。 この場合 には、例 えば、 2 次側循環回路 2 0 における 2 次側被加熱液体が

循環する経路か ら分岐 した経路 を設 ける。そ して、圧力印加部 3 0 には、 こ

の分岐経路 を流れる 2 次側被加熱液体 を供給する。 これによ り、上述 した説



明 と同様 に、熱交換器 2 の接触面 に付着 した気泡 4 0 およびスケール核 を効

率的に除去することがで きる。

符号の説明

1 熱交換 システム、 2 熱交換器、 1 0 1 次側循環回路、 1 1 ヒ一

卜ポ ンプ、 1 2 ヒータ、 1 3 流路切替装置、 1 4 第 1 のポ ンプ、 1 5

ラジェ一タ、 1 6 膨張容器、 1 7 、 1 8 配管、 2 0 2 次側循環回路

、 2 1 タンク、 2 1 a 給水配管、 2 1 b 温水配管、 2 2 第 2 のポ ン

プ、 2 3 スケール トラップ、 2 4 、 2 5 配管、 3 0 圧力印加部、 3 1

第 3 のポ ンプ、 3 2 圧力保持部、 3 2 a シ リンダー構造部、 3 2 b 、

3 c 電磁弁、 3 2 d 水量センサ、 3 2 e 圧力センサ、 3 2 f 加圧

力部、 3 3 開閉機構部、 3 3 a 、 3 3 b 、 5 3 a 、 5 3 b 電磁弁、 3 3

c 、 3 3 d 、 5 3 c 、 5 3 d 金属 シャッター、 3 4 開閉制御部、 3 5 、

3 8 、 5 5 、 5 8 信号線、 3 6 、 3 7 、 5 6 、 5 7 配管、 4 0 気泡、

4 1 マイクロ層、 5 0 第 2 の圧力印加部、 5 1 第 4 のポ ンプ、 5 2

第 2 の圧力保持部、 5 3 第 2 の開閉機構部。



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 の液体が循環する環状の第 1 の循環回路 と、

第 2 の液体が循環する環状の第 2 の循環回路 と、

前記第 1 の液体 と前記第 2 の液体 との間で熱交換 を行 う熱交換器 と

前記第 2 の液体の一部 を加圧 して保持する圧力保持部 と、

前記熱交換器の前記第 2 の液体の流入側 に設 け られ、前記熱交換器

に流入する前記第 2 の液体 を、前記第 2 の循環回路 と前記圧力保持部

との間で切 り替 える開閉機構部 と、

前記圧力保持部 に保持 された前記第 2 の液体 に対する加圧量、 およ

び前記開閉機構部の切 り替 えを制御する制御部 と

を備 える

熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項2] 前記開閉機構部 と前記第 2 の循環回路 との間にバイパス回路が設 け

られ、

前記バイパス回路 に前記圧力保持部が設 け られている

請求項 1 に記載の熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項3] 前記第 2 の循環回路 に前記第 2 の液体 を蓄えるタンクが設 け られ、

前記開閉機構部 と前記タンクとの間に前記バイパス回路が設 け られ

ている

請求項 2 に記載の熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項4] 前記制御部 は、

圧力の大 きさが異なる複数のせん断応力パ ル ス を組み合わせたせん

断応力パルスサイクル を印加 した第 2 の液体 を前記熱交換器 に対 して

供給するように、前記圧力保持部 および前記開閉機構部 を制御する

請求項 1 〜 3 のいずれか一項 に記載の熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項 5] 前記せん断応力パルスサイクルは、

第 1 のせん断応力パルス と、該第 1 のせん断応力パルスよ りも圧力



の大 きさが小 さい第 2 のせん断応力パルス とによつて形成 され、

前記第 1 のせん断応力パルスおよび前記第 2 のせん断応力パルスの

順序で組み合わせ られる

請求項 4 に記載の熱交換 システム。

[ 請求項6] 前記開閉機構部 は、

前記圧力保持部か ら前記第 2 の循環回路 に合流する流路 に設 け られ

た第 1 の弁 と、

前記第 2 の循環回路 における前記流路 との合流地点の上流側 に設 け

られた第 2 の弁 と

を有 し、

前記制御部の制御 に基づ き、前記第 2 の弁 を閉 じるとともに前記第

の弁 を開 き、

前記圧力保持部で加圧 された前記第 2 の流体 を前記第 1 のせん断応

力パルスまたは前記第 2 のせん断応力パルス と して前記熱交換器 に対

して流入させ、

前記制御部の制御 に基づ き、前記第 1 の弁 を閉 じるとともに前記第

2 の弁 を開 く

請求項 5 に記載の熱交換 システム。

[ 請求項7] 前記第 2 の液体の位置 を加圧 して保持する第 2 の圧力保持部 と、

前記熱交換器の前記第 2 の流体の流 出側 に設 け られ、前記第 2 の圧

力保持部 に保持 された前記第 2 の液体 を、前記熱交換器 に流入させ る

ように して、前記熱交換器の流 出側 に対する前記第 2 の液体の流入出

を切 り替 える第 2 の開閉機構部 と

をさ らに備 え、

前記制御部 は、

前記熱交換器 に対 して供給する方向が異なる複数のせん断応力パル

スを組み合わせたせん断応力パルスサイクル を印加 した第 2 の液体 を

前記熱交換器 に対 して供給するように、前記圧力保持部 および前記開



閉機構部、な らび に前記第 2 の圧力保持部 および前記第 2 の開閉機構

部 を制御する

請求項 1 〜 3 のいずれか一項 に記載の熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項8] 前記せん断応力パルスサイクルは、

第 1 のせん断応力パルス と、該第 1 のせん断応力パルスよ りも圧力

の大 きさが小 さい第 2 のせん断応力パルス と、前記第 1 のせん断応力

パ ル ス と同等の圧力で、印加方向が逆方向 となる第 3 のせん断応力パ

ル ス とに よ って形成 され、

前記第 1 のせん断応力パ ル ス、 前記第 3 のせん断応力パ ル ス、 およ

び前記第 2 のせん断応力パルスの順序で組み合わせ られる

請求項 7 に記載の熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項 9] 前記開閉機構部 は、

前記圧力保持部か ら前記第 2 の循環回路 に合流する第 1 の流路 に設

け られた第 1 の弁 と、

前記第 2 の循環回路 における前記第 1 の流路 との合流地点の上流側

に設 け られた第 2 の弁 と

を有 し、

前記第 2 の開閉機構部 は、

前記第 2 の圧力保持部か ら前記第 2 の循環回路 に合流する第 2 の流

路 に設 け られた第 3 の弁 と、

前記第 2 の循環回路 における前記第 2 の流路 との合流地点の下流側

に設 け られた第 4 の弁 と

を有 し、

前記開閉機構部 は、

前記制御部の制御 に基づ き、前記第 2 の弁 を閉 じるとともに前記第

の弁 を開 き、

前記圧力保持部で加圧 された前記第 2 の流体 を前記第 1 のせん断応

力パ ル ス または前記第 2 のせん断応力パルス と して前記熱交換器 に対



して流入させ、

前記制御部の制御 に基づ き、前記第 1 の弁 を閉 じるとともに前記第

2 の弁 を開 き、

前記第 2 の開閉機構部 は、

前記制御部の制御 に基づ き、前記第 4 の弁 を閉 じるとともに前記第

3 の弁 を開 き、

前記第 2 の圧力保持部で加圧 された前記第 2 の流体 を前記第 3 のせ

ん断応力パルス と して前記熱交換器 に対 して流入させ、

前記制御部の制御 に基づ き、前記第 3 の弁 を閉 じるとともに前記第

4 の弁 を開 く

請求項 8 に記載の熱交換 シ ス テ ム。

[ 請求項 10] 第 1 の液体が循環する環状の第 1 の循環回路 と、第 2 の液体が循環

する環状の第 2 の循環回路 と、前記第 1 の液体 と前記第 2 の液体 との

間で熱交換 を行 う熱交換器 とを備 えた熱交換 シ ス テ ム において、前記

熱交換器 における前記第 2 の液体 との接触面 に析 出するスケール を抑

制するスケール抑制方法であ って、

前記第 2 の液体の一部 を加圧 して保持するステ ツプと、

前記熱交換器 に流入する前記第 2 の液体 を、前記第 2 の循環回路 と

前記圧力保持部 との間で切 り替 えるステ ップと

を有する

ことを特徴 とするスケール抑制方法。
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